
このたび当社は、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき、安田倉庫グループ人権方針を

策定しましたので、お知らせいたします。

当社グループは、「健全な企業活動を通じて、お客様、株主、従業員、地域社会の期待に応え豊かさと
夢を実現する。」という経営理念のもと、ステークホルダーの皆さまをはじめとする全ての人々の人権
を尊重した事業活動を通じて、持続可能な社会の実現に貢献することに努めてまいりました。

今後は本方針に基づき、当社グループの人権尊重の取組をより一層推進し、持続可能で豊かな社会
の実現と事業の継続的な発展の両立を目指してまいります。

・安田倉庫グループ人権方針：別紙または以下URLからご覧ください。
https://www.yasuda-soko.co.jp/sustainability/tabid/298/Default.aspx

また、本方針の策定に伴い国連グローバル・コンパクト（以下、UNGC）に賛同を表明する署名を行い、
2023年8月20日に参加企業として登録されましたので、お知らせいたします。

UNGCは、国連と民間（企業・団体）が手を結び、健全なグローバル社会を築くための世界最大の
サステナビリティ イニシアチブです。UNGCに署名する企業・団体は、人権の保護、不当な労働の排除、
環境への対応、そして腐敗の防止に関わる10の原則に賛同する企業トップ自らのコミットメントの
もとに、その実現に向けて努力を継続することが求められています。

・グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンホームページ：
https://www.ungcjn.org/

以 上

PRESS RELEASE

各位

安田倉庫グループ人権方針策定のお知らせ

安田倉庫株式会社 業務部 サステナビリティ推進室 TEL：03-3452-7316

2023年 9月 15日
安田倉庫株式会社

コード番号：9324 東証プライム

本件に関するお問い合わせ

https://www.yasuda-soko.co.jp/sustainability/tabid/298/Default.aspx
https://www.ungcjn.org/


安田倉庫グループ人権方針

安田倉庫グループは、「健全な企業活動を通じて、お客様、株主、従業員、地域社会の期

待に応え豊かさと夢を実現する。」という経営理念のもと、全てのステークホルダーの人権

を尊重した事業活動を通じて、持続可能な社会の実現に貢献することを目指しています。

「安田倉庫グループ人権方針」（以下、本方針）は、人権尊重の取組の指針として定める

ものであり、制定にあたり当社取締役会で承認されています。

１．適用範囲

本方針は、安田倉庫グループの全ての役員及び従業員に適用します。また、ビジネスパ

ートナーの皆さまにも本方針を理解・支持いただくことを期待します。

*「安田倉庫グループの全ての役員及び従業員」とは、安田倉庫株式会社及び連結子会社の役員及び正社員、

嘱託社員、契約社員、パートタイマー、アルバイト、派遣社員などの従業員をいいます。

２．人権尊重の取組

安田倉庫グループは、「国際人権章典」（世界人権宣言ならびに国際人権規約）及び、「労

働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」を支持・尊重します。

また、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に則り制定した本方針に基づき、人権尊

重の取組を推進します。

特に、あらゆるハラスメントや差別、強制労働、児童労働を禁止し、就業環境の安全確保

に努めます。また地域社会の皆様のプライバシーの権利や安全と知る権利、居住移転の自由

を侵害する可能性があることを自覚し、防止するための取組を推進します。

３．法令遵守

安田倉庫グループは、事業活動を行う国・地域の法令を遵守します。国際的に認められた

人権との間に矛盾が生じた場合には、国際的に認められた人権を可能な限り最大限尊重す

る方法を追求します。

４．人権デュー・ディリジェンスの実施

安田倉庫グループは、人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築し、事業活動が人権へ

与える負の影響を特定し、その防止及び軽減を図り、実施状況及び結果を追跡調査し、どの

ように負の影響に対処したかを伝える一連のプロセスを通じ人権尊重の取組を推進します。

別紙



５．是正 ・救済

安田倉庫グループが人権に対する負の影響を引き起こした（又は助長した）ことが明らか

になった場合、適切な手段を通じて、その是正・救済に努めます。

６．ステークホルダーとの対話

安田倉庫グループは、人権に対する潜在的及び実際の影響に対する措置について、 外部の

専門知識を活用することにより、関連するステークホルダーとの対話と協議を行います。

７．教育

安田倉庫グループは、本方針が全ての事業活動に組み込まれるよう、役員及び従業員に対

し適切な教育及び能力開発を行います。

８．情報開示

安田倉庫グループは、本方針に基づく人権尊重の取組について、ホームページ等で開示を

行います。

2023年 9月 1日

安田倉庫株式会社

代表取締役社長

藤井 信行

別紙
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